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イ ギ リ ス に お け る
家 族 手 当 論 の 展 開 に つ い て
家族 手 当法 成 立 まで
渡 辺 千 寿 子
は じ め に
イギ リスにおける家族手当制度実現運動は,つ ねに,最 低賃金制確立闘争と結合 してたたか
われてきた。その結果,1945年 に,家 族手当法(FamilyAUowancesActof1945)の 実現をみた
のであるが,同 じく1945年には賃金審議会法(WagesCouncilsAct)を 制定 して,最 低賃金制




であった。しかるに,産 業革命の進展に伴なう機械の発明,採 用,改 良は,未 成育 ・不熟練な
児童 ・婦人労働者の労働市場進出を可能に し,機 械制生産における児童 ・婦人労働力の大量の
需要は,労 働力の価値分割をもたらした。労働市場における供給の相対的過剰のために,労 働
力の価値は価値以下に低下し,さ らに,現 象形態としての労働の価格は,こ の賃金の低下傾向
を貫いていくので,不 熟練労働者 も,熟 練を不用とされた従来の熟練労働者も,ま すます低い
賃金を受けることを余儀なくされることとなった。
こんにち,勤 労者の大半を占める労働者は,賃 金を生計の唯一の源泉 としている。したがっ
て,賃 金によって,労 働者本人 とその家族の生活が支えられなければならないのが産業社会の
基本である。ところが,資 本主義の高度化にともなって,そ れは,か ならず しも保障されがた
くなってきている。賃金は労働の対価として,同 一労働に同一賃金,を 原則とする よ うに な
り,労 働者の扶養家族の多少に関係なく決定されることとなる。そのため,扶 養家族の多い労
働老は,た とえ彼が就業中の現役労働者であって も,賃 金でまかなう生活水準は,扶 養家族の
少ない労働者に比べて低 くなり,そ の生活は苦 しくなる。生活水準を低下させないために,子
供を少な くもつ方策が講じられ,こ れが社会的に普及すれば出生率の低下を招くこ とに な ろ
う。
資本主義社会以前の社会においては,多 子はしばしば経済的資産であるとみられ た の に 対
し,資 本主義社会においては多子は経済的負担 となり,子 供の存在そのものが,一 つの社会的
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事 故 を形 成 す る こ とに な る ので あ る 。
こ う した 社 会経 済 的諸 条 件 の も とに あ って,社 会 保 障 と して の 家 族手 当 制度 は,歴 史 的 必 然
性 を も って 成 立 した ので あ る。 そ れ は,労 働 者 が,そ の扶 養 家 族 の 生活 と養 育 の た め に必 要 と
した もので あ った と同時 に,国 民 の大 半 が賃 金 労 働 者 化 した資 本 主 義諸 国 に と って も,資 本 制
社 会 の恒 久 的 な維 持 ・発 展 のた め に必 要 な 社 会 的 措 置 で あ った とい え よ う。
イ ギ リス に お け る家 族 手 当制 度 は,1945年6月15日 の 家族 手 当法 の成 立 を も って 実 現 を み
た 。 周知 の 如 く,こ の法 律 制 定 の直 接 的 動 因 とな った もの は,ビ ヴ ァ リッジ ・プ ラ ンで あ り,
ま た,そ の 基本 的 内容 を 設 定 した もの は,復 興 省 の社 会 保 険 制 度 白書(WhitePaperonSociaI
Insurance)で あ った 。 しか し,イ ギ リス に お ける家 族 手 当 制 度 実 現 の運 動 は,ビ ヴ ァ リ ッジ に は
じま るの で はな く,1917年 に エ レナ ・ラス ボ ー ン女 史(EleanorRathbone)の 提 唱 に よ って 家 族
手 当 協 会1)(FamilyEndowmentSociety)が 設 立 され た時 に,そ の 運 動 史 は 始 ま っ た と い え る 。
イ ギ リス の 家族 手 当制 度 は,そ の実 施 にお いて,他 の ヨー ロ ッパ 諸 国 に遅 れ を と っ たが,こ
れ に 反 して,家 族 手 当制 度 の推 進 運 動 とい う点 か ら見 れ ば,他 の 国 々に は見 られ ぬ ほ ど数 多 く
の論 議 が な され,活 発 な言 論 が 展 開 され て お り,家 族 手 当 制 度 の あ るべ き姿 につ いて の様 々 な
検 討 が な され て きた ので あ る。 しか も,イ ギ リス にお け る 初 期 の 家 族 手 当論 者 は,常 に理 想 的
な 制 度 の 実 施 を主 張 し,他 国 に み られ る よ うな 過 渡 的 ・試 験 的 制 度 に対 す る妥 協 的 態 度 を 示 さ
な か った 。 この こ とは ・ イギ リス にお いて 家 族 手 当 制 度 の 実施 が ・他 の 国 よ りも遅 れ た 一 因 で
は あ るが,ま た 反面,そ れ 故 に こそ,こ の国 にお いて は 家 族 手 当 に つ い て の正 しい方 向づ け が
な され て きた と もい え よ う。
イ ギ リス は,最 初 か ら家 族 手 当を 国家 扶 助 にお いて 実 現 す る こ とを 決 め た 国で あ る。 こ の方
式 に よ る家 族 手 当 制 度 の実 現 に は,ニ ュー ジ ー ラ ン ド(1926年),オ ー ス トラ リア(1941年),カ
ナ ダ(1944年)等 の英 連 邦 諸 国 に先 を 譲 った とはい え,こ れ らの 諸 国 に お け る 国家 的 な 家 族 手
当 制 度 の 実 施 に,そ の理 論 的 根 拠 を 提 供 し,少 な か らざ る 影 響 を 与 え た もの は,イ ギ リス に お
け る家 族手 当 に つ いて の活 発 な 論 議 で あ った といえ るで あ ろ う。
家族 手 当 に閣 す る 多 くの論 客 のな かで も,と りわ け,ラ ス ボ ー ン は イギ リス に お け る家 族 手
当 を論 ず る にあ た って 忘 れ る こ との 出来 ぬ存 在 で あ り,ま た,女 史 の 創 設 に か か る家 族 手 当協
会 は,家 族 手 当 制度 の実 現 に関 して 常 に主 動 的 役 割 を 果 た して きた 。 ビ ヴ ァ リッジ は,家 族 手
当 に つ いて 「イギ リス にお け る近 年 の あ らゆ る法 律 の 中 で,新 しい 概 念 の影 響 を受 けて 古 い 伝
統 を破 壊 した最 大 の もの は,1945年 の家 族 手 当 法 に よ って代 表 さ れ る」 と述べ る と と もに に
の新 しい概 念 を,保 守 的 な 伝 統 を もつ 我 が国 が 受 け入 れ た こ とは,と りわ け一一人 の婦 人 エ
レナ ・ラス ボー ン女 史 に負 う と ころ が大 で あ る3)」 と して,彼 の 社 会 保 障体 系 中 の新 機 軸
と され る家 族手 当 制度 の立 案 に際 して,ラ ス ボ ー ンが 彼 に 大 きな 影 響 を 与 え た こ とを示 唆 して
い る の で あ る。
,そ こで,本 稿 に お いて は,ビ ヴ ァ リッジ に よ って 社 会 保 障 の 前 提 条 件 の一 つ と して 位 置 づ け
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られ るに 至 った 家 族 手 当 に つ いて,ビ ヴ ァ リ ッジ ・プ ラ ンに いた るま で の 様 々の 家 族手 当論 の
展 開 につ い て 考 察 を 試 み て み た い。
1.賃 金 と 生 計 費
1917年 に 家 族手 当 協会 を 創 設 し,イ ギ リス にお け る家 族 手 当 推 進 運動 に指 導 的影 響 を与 え た
た と され る ラス ボ ー ンは,「 家 族 手 当 の 問題 を実 際 に政 策 に到 ら しめた もの は,第 一 次世 界 大
戦 で あ り,こ の期 間 中 に 出征 軍 人 の 妻 に対 して 支給 され た窺 居 手 当 が,家 族 手 当 の作 用 に 非 常
に良 い 実例 を提 供 した ので あ るが,家 族 の 社 会 的扶 養 に 関す る基 本 的 な 考 え方 は,第 一 次 大 戦
を 契機 と して は じま っ た も ので はな く,遠 く1795年 に,小 ピ ッ ト(WilliamPitt,theyounger)
が ウ ィ ッ トブ レ ッ ドの最 低 賃 金 法 案(Whitbread'sMinimumWageBi11)の 審議 に 際 し,下 院
に お いて 彼 の見 解 を表 明 した こ とに 始 ま る3)」 と述 べ て い る。(こ れは,一 説 には,1796年2月12
日,救 貧法改正案審議 の際におけ るものともいわれ る)
小 ピ ッ トは,サ ミュ ウ ェル ・ウ ィ ッ トブ レ ッ ド(SamuelWhitbread)の 最 低 賃 金 法 案 に 対 し
て,最 低 賃 金 は世 帯 ご と に異 な る所 要 を考 慮 しな い とい う理 由で 反 対 し,次 の よ うに 述 べ て い
る 。
「労 働 貧 民 の 家 族 構 成 は,そ れ ぞ れ異 な って い る 。従 って,大 家 族 を 標 準 と して最 低 賃 金
を決 定 す るな らば,社 会 の一 部 に怠 惰 を奨 励す る よ うな結 果 を 招 きか ね な い。 ま た,小 家 族
を基 準 と して 最 低 賃金 を 決定 す る な らば,本 制 度 が救 済 対 象 とす る入 々が そ の 恩 恵 に浴 さ な
い こと にな る。 で は,こ の欠 点 を補 う如 何 な る救 済 方 法 が 見 出 され 得 るで あ ろ うか?こ の
た め に は,多 子 家 族 に は救 済 を受 け る こ とを,汚 辱 と軽 蔑 に み ちた 事柄 と して で は な く,当
然 の権i利と して,名 誉 と して,受 け ど らせ な けれ ばな らな い。 これ に よ って,多 子 を有 す る
も の は,呪 詛 の か わ りに祝 福 を受 け る こ とがで き よ う。4)」
小 ピ ッ トは,労 働 者 の 家族 構 成 は多 様 で あ り,そ の扶 養 す べ き家 族 数 は一 定 で な い ので,最
・ 低 賃 金 を どの 様 に 決 定 しよ う と も,結 局 は,労 働 者 世 帯 の実 情 に 即 した もの とは な り得 な い。
従 って,家 族 を 含 めた生 活 の所 要 を 賄 うた め に は,実 際 の 家 族 数 に 応 じた賃 金 を考 慮 しな けれ
ばな らな い こ と,ま た,こ の賃 金 は,労 働 者 の 当然 の権 利 と して 受 け と るべ き性 質 の もの で あ
る,と い う こ とを 提 言 して い る もの と思 わ れ る 。
小 ピ ッ トが;・最 低賃 金 を 問題 の完 全 な解 決 策 で はな い と した こ とは,基 本 的 に は正 しい と い
え るで あ ろ う し,ま た,小 ピ ッ トの この見 解 を も って,家 族 手 当 に 関 す る先 駆 的 な言 論 で あ る
と ラス ボー ンが 主 張 した の も,一 理 あ る こと と考 え られ よ う。1795年 に ス ピー ナ ム ラ ン ド ・シ
ス テム(SpeenhamlandSystem)と して法 制 化 さ れ た,賃 金 と生 計 費 との 差 額 を 補 助 金 と して
救貧 税 よ り補 う とい う制度 は,最 低 限 以 下 の水 準 で あ った に して も,資 本 主 義 社 会 にお け る労
働 力 の 再 生 産 へ の 要 求 に,こ の よ うな 形 で こたえ た と こ ろに,最 低 賃 金 制 や家 族 手 当 制 度 の萠
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芽 形 態 と して の 意 義 を 認、め る こ とはで き よ う 。
しかし,結 果的には,こ の制度がもたらしたものは・最低賃金を保障する意図 とは反対の結
果を招いたのだった。雇主は低賃金を支払っても,労 働者が賃金補助にたよることができるの
で,更 に低い賃金を支払おうとするであろう。また,補 助額の絶対的増加は,補 助をうける労
働者の絶対的増加とかかわって くる。その結果,補 助額は一人あたり少額 とな り・ついには・
働く人々全体の生活を低めるのである。絶対水準以下の賃金の不足額を,家 族の人員数とパ ン
の価格に応じて,救 貧税によって補うこの制度は,当 時の社会不安をしずめるための飴として
与えられたものであったが,最 低賃金制実現に対する大衆的要求を,救 貧法にす りかえたもの、
であったともいえよう。したがって,こ の賃金補助政策は,人 道的配慮から生 じたものではな
く,一 方では,経 済的必然性が要請 したものであり,そ うしなければ支配階級の機構が下か ら
堀り崩されるという政治的必然性から生 じたものであったと考えられる。そして,こ の制 度
は,結 果 として賃金の引き下げに役立ち,労 働者の基本的要求である最低賃金制の実現を阻止
し,資 本の本源的蓄積を潤滑化する役目を担ったものとして理解すべきであろう。
さらに,こ の制度が,後 の家族手当制度実現の動きに対 して,大 きな悪影響を及ぼしたこと
を忘れてはならないであろう。スピーナムランド制によせ られた多 くの批判は,十 九世紀にお
ける高い出生率や人口過剽への憂慮とあいまって,賃 金による以外の方法で,家 族に生活の資
金を与えようとする如何なる提案をも信用しないという強い伝統を生み出したのであった。そ
れは,そ の後 も相当長期間にわたって,家 庭の児童養育のための経済的負担を国家が分担する
ことを回避 し,児 童及びその家族への直接的援助を与える方策の実施を引き延ばすための有力
な論拠を提供 してきたのである。
2.家 庭 の 貧 困 と 児 童
労 働 者 階級 の 家 族扶 養 の 問題 が,再 び社 会 的 に採 り上 げ られ は じめ た の は,チ ャール ズ ・ブ
ー ス(CharlesBooth ,1840～1916)を は じめ とす る社 会 学 者 た ち に よ る一 連 の社 会 調 査 にお いて
で あ った 。 イ ギ リス の貧 困調 査 の主 な もの と して,1886～8年 の ブ ース の 第 一 回 ロ ン ドン調 査 ・
1899年 の ロウ ン ト リー の第 一 回 ヨー ク調 査,1912～13年 と1923～24年 の ボ ウ レー の 五都 市 調 査,
1928年 の ス ミス の第 二 回 ロ ン ドン調 査,1929年 の リバ プ ー ル大 学 の マ ー シサ イ ド調 査,1936年
の ロ ウ ン ト リー の 第 二 回 ヨー ク調 査 な ど が あ るが,こ れ らの 調 査 は,賃 金 労 働 者 階 級 の生 活 の
実 態 を 明 らか に し,い か に 多 くの人 々 が貧 困 のな か で 生 活 して い るか を暴 露 した ので あ っ た 。
家 族 手 当 の 主 張 者 と して も先駆 者 で あ っ た ロ ウ ン ト リー(BenjaminSeebohmRowntree,1871
～1954)は,ヨ ー ク市 に お け る第 一 回 調 査 に お い て,児 童 の 状 態 との 関連 で そ の対 策 の必 要 性
を 主 張 して い る。 す な わ ち,彼 は,多 くの労 働 者 の 家 庭 は,そ の 子 供 が 完全 に両 親 の収 入 に依
存 して い る 期 間 中 は,ど う して も,貧 困状 態 か ら抜 け出 る こ とが で きな い こ と,そ して そ の貧
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困期間が児童の生活の最初の十年ないしはそれ以上の期間つづくことに対 して憂慮を示 し,「こ




摘 し(表 ①),貧 困が子供の出生,発 育,成 長にいかに悪影響を及ぼ しているかを,次 のよう
に述べている。
表① 厂貧困生活者」の各年令別人口とヨーク全市総人口における各年令別人口の比較
年 令 区 釧 総 人 ・(A)う ち貧困生瀦(B)BA (%)
・ 才 未 測 1,875 625 33.33
・-5才 未測 7,185 2,293 31.91
5-・5才 未測 16,571 6,228 37.58
・5-65才 糒1 46,633 11,009 23.60
65才 以 上 【 3,548 759 21.39
計 75,812 20,914
資料:B.S.Rowntree;Poverty,1899.な お,本 表 は長沼訳 『貧乏研究』
p.408よ り転載 した もので ある。
「わ れ わ れ は,子 供 が三,四 人 も あ る労 働 者 が,健 康 で よ き労 働 者 と して の 地 位 を 保 って
い る実 例 の た くさ ん あ る こ とを知 って い る。 が,そ の 「見 え な い」 結 果 を探 索 す れ ば,か れ
に 十 分 な 食 事 を 与 え る た め に は,妻 と子 供 が常 にか れ らの食 事 を切 り詰 めて い る,と い う事
実 に蓬 着 す るの で あ る。 妻 は,か の女 が支 配 し得 るす べ て の経 済 力 は,あ げて 主 人 の 賃金 に
依 存 して い る こ とを 知 って い る ので あ る 。
わ れ わ れ は,夫 が 酒 場 で 酒代 を 支払 って い る こ と は,す ぐに もわ か る。 しか し,そ の反 面,
子 供 が夕 食 ぬ きで,ベ ッ ドに は い る こ とは な か な か わか らな い の で あ る。 こ うい う貧 乏 の 結
果 を,わ れ われ は十 分 に 認 識 しな け れ ば な らな い 。 た とえ ば,貧 乏 人 の 間 に お け る高 い死 亡
率,幼 児 の おそ るべ き死 亡 率,発 育 不 全,知 能 程 度 の低 劣 等 は,わ れ わ れ が よほ ど周 到 細 心
の調 査 を行 な わ な けれ ば 「見 え な い」 貧 乏 の結 果 で あ る。 これ らの結 果 が,い か に 貧 乏 人
に,そ して ひ いて は 国民 全 般 に,お そ るべ き悪 影響 を与 えて い るか は,こ こに説 明 す る まで
もあ る ま い 。」6)
更 に,ロ ウ ン トリー は,『 労 働 に於 け る人 間 的 必 要 』(TheHumanNeedsofLabour,1918)の 中
で,成 人 男 子 賃金 労 働者 の33%は,結 婚 生 活 の 一 時 期 に は,4人 以 上 の扶 養 児 童 を か か えて お
り,最 低 賃 金 を 決 定 す る の に3人 の児 童 の みを 考 慮 に 入 れ る とす れ ば,そ う い った最 低 賃 金 を
受 け と って い る労 働 者 の児 童 の62%は,様 々 な時 期 に窮 乏 状 態 に 陥 る で あ ろ う し,54%は 五
年 又 はそ れ 以 上 の 期 間,そ う した窮 乏 状 態 に と ど ま るで あ ろ う とい う こ とを示 して い る 。 しか
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し,実 際の家族数に応 じて,賃 金に差額を付することは実行困難であ り,ま た強いて実行すれ
ば,雇 主は,多 数家族を有する労働者を忌避するであろうと思われるので,基 本賃金の算定に
あたっては,標 準家族説をとることとし,こ の費用は事業主負担 とし,「 子供数が3人 を超え
る場合には,3人 をこえる各子の生活の必要に対 しては,そ の母親に,国 家から手当を支給す
べきである。」7)と 提案したのであった。つまり,彼 は,標 準5人 家族に対する最低
賃金制の確立と,標 準規模以上の家族に対 しては,国 家負担による手当制度の実施を提唱した
のである。
以上のようなロウントリーの主張は,貧 困の諸条件の解決策として,ま た,児 童福祉の観点
からも,家 族手当の必要性に一つの論拠を与えたものであり,彼 の調査結果の示すところは,
多 くの有識者に影響を与え,ラ スボーンやビヴァリッジの家族手当論にも採り上げられ,イ ギ
リスにおける家族手当制度確立のひとつの契機にすえられたのである。
3.ラ ス ボー ンの家族手 当論
ラ ス ボ ー ンは,1917年 に,家 族 手 当協 会 を設 立 し,婦 人 運 動 の 立 場 か ら,、家 族手 当 に 関 す る
組 織 的 運 動 を展 開 して い た が,そ の著 『家 族手 当論 』8)(FamilyAllowances_,1949)に お いて,家
族 手 当 を主 張 す る強 力 な論 拠 脅 提 出 して い る。 女 史 は・ 標 準 家 族 を 基 準 と した 画 一 的 な生 活 賃
金 は,様 々な 家 族 規模 を もつ労 働 者 の生 活 の実 情 に即 して いな い こ と,ま た,現 実 に は,そ の 賃 金
さ え も実 現 され て いな い こ とを 指摘 し,多 くの 異 な る所 要 を もつ 労 働者 世 帯 が,適 正 な生 活 水 準
を保 持 す る に は,如 何 な る方 策 が 考 え られ るか につ いて,様 々な 観 点 か ら検 討 を 加 え て い る。
先 ず,女 史 は,標 準 家 族 の 所要 に も とつ く生 活 賃 金 が,い か に実 情 に 合 致 して い な い か と い
う ことを,ボ ー レイ博 士 の 『生 計 と貧 困』(LivelihoodandPoverty,byA.L.BowleyandA.R.
Burnett-Hurst,1915)に 示 され て い る資 料 を も とに して,次 の よ う に指 摘 した の で あ る。
イ ング ラ ン ドにお け る成 人 男 子 労 働者 の うち,27%は 独 身 男 性 又 は扶 養 児 童 の い な い 鰥 夫
で あ り,24.7%は 児 童 が いな い か又 は14才 未 満 の扶 養 児 童 の いな い既 婚 夫 婦 で あ り,16.6%
は扶 養 児 童1入,13%は 扶 養 児 童2人,8.8%は 扶 養 児 童3人,9.9%は 扶 養 児 童4人 以 上
(その内訳は,扶 養児童4人 が5.5%,5人 が2B%,6人 が1.1%,7人 が04%,8～9人 が0ユ%)で あ る。
しか し,こ の数 字 に は,賃 金 所 得 者 が1人 以 上 い る(つ まり,妻 又は14才 以上の児童が働いてい る)
世 帯 を含 んで い る ので,夫 と無 収 入 の 妻 及 び3人 の扶 養 児 童 か ら成 る世 帯 の 比 率 は も っ と少
な くな る 。 ボ ー レイ博 士 は,上 記 の5人(夫,無 収入の妻 と3人 の扶養児童)か ら成 る世 帯 は,
熟 練 労 働 者 グル ー プで は1000世 帯 に つ き56世 帯,不 熟 練 労 働 者 グ ル ー プで は1000世 帯 に つ き
52世 帯 見 受 け られ る に す ぎ な い と述 べ て い る。9)
ラス ボ ー ンの指 摘 す る と ころ に よれ ば,補 助 的 な賃 金 所得 者 が い る とい う可 能 性 を 考 慮 に入
れ な いで,上 述 の こ と か ら推 測 す るな らば,5人 家 族 の所 要 に も とつ く 「生 活 賃 金」 が 妥 当で
あ る の は,11世 帯 の う ち約1世 帯 だ け な の で あ る。 しか し,よ り一 層 重 大 な こ と は,こ の 調 査
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に よ る と,3人 を超 え る扶 養 児 童 を か かえ て い る世 帯 は,わ ず か9.9%に す ぎな い が,こ れ ら
の 世 帯 に 含 ま れ る児 童 の割 合 は,実 際 に は,イ ング ラ ン ドに お け る全児 童 数 の約40%を 占 めて
い る と い う こ とで あ ろ う。
次 に,ラ ス ボ ー ンは,5人 家 族 の所 要 に も とつ く生活 賃金 が,ど れ だ け多 くの 費 用 を 必要 と
す るか,ま た,そ れ に も か か わ らず 如 何 に 多 くの大 家 族 の児 童 に対 して 何 ら十 分 な措 置 を な す
こ とな く放 置 す る か を,数 字 を あ げて 説 明 して い る 。
イ ギ リス に お け る成 人 男 子 賃 金 労 働 者 数 は,1921年 現 在,約836万 人,賃 金 労 働 者 の 妻 の
数 は 約530万 人,そ の子 供 た ち の数 は約950万 な い し1000万 人 で あ る 。5人 家 族 の 生 活 賃金 を
基 礎 と して,あ らゆ る成 人 男 子 労 働 者 に 賃 金 を支 払 う とい う こ どは,836万 人 の成 人 男 子 と,
836万 人 の妻 と,2508万 人 の 子 供 た ち に生 活 の資 金 を 与 え る と い う こ とを意 味 す る。 つ ま り,
300万 人 の実 在 しな い 妻 と,3人 以 卞 の児 童 しか持 た な い世 帯 で は1600万 人 を こえ る実在 し
な い児 童 に対 して,支 給 がな され る こ とに な ろ う0し か る に,一 方,3人 を こえ る児 童 を有
す る世 帯 で は,全 部 で125万 人 を こえ る第4子 以 降 の児 童 に対 して は,依 然 と して 何 らの支
給 もな され な い こ とにな ろ う … …950万 人或 い は1000万 人 の 児 童 の うち,500万 人(54%)
以 上 が,出 生 と学 校 卒 業 まで の 期 間 の 或 る時 期 に,五 年 又 は それ 以 上 の期 聞,満 足 な食 物 や
衣 服 を 供与 さ れな い こ と にな ろ う。10)
こ こで,断 って お か な けれ ば な らな い の は,ラ ス ボ ー ンは生 活 賃 金 の原 則 に 反対 す る論 拠 と
して,こ れ らの数 字 を 挙 げ た の で はな く,い わ ゆ る 「標 準 家 族 」 の ニ ー ドに も とつ く生 活 賃 金
に 反対 の論 拠 を提 出 して い るの で あ り,い か な る賃 金 制 度 も,様 々 な家 族 の規 模 に合 致 しな い
限 りは,不 経 済 で あ るか 社 会 的 に 害 を もた らす こ と は避 けが た い,と い う こ とを指 摘 して い る
ので あ る とい う ことで あ る。
更 に,ラ ス ボ ー ンは,標 準 家 族 の 最 低 生活 の必 要 を賄 うに足 る賃 金 が,実 際 に労 働 者 の最 低
限 度 と して,産 業 にお いて 実 現 され て い る か ど う か を考 察 して い る 。 ロ ウ ン ト リー は 『貧 困 一
一 地 方 都 市 生 活 の研 究 』(Poverty
,AStudyofTownLife,1899)に お いて,大 人2人 と子 供3
人 の い わ ゆ る標 準 家 族 の 最 低 生 活 費 を,週 額21シ リング8ペ ンス(表 ②)一と算 定 して お り,同











大人2人(1人 当 り3シ リング)
子供3人(1人 当 り2シ リング3ペ ンス)
大人2人(1人 当 り6ペ ンス)
子供3人(1人 当り5ペ ンス)















計 i2・ シ リング8ペ ン ス
資 料:B.S.Rowntree;Poverty,1899.
な お,本 表 は長 沼 訳 『貧 乏 研 究 』P.147よ り転 載 した もので あ る。
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表③ 連合王国において筋肉労働に従事する成人男子賃金労働者の概算所得(1912年)
階 級
15シ リン グ 未 満




















































計 8,000,000=100 300 12.0 564
資 料:"NewStatesm穗",May10,1913.
な お,本 表 はE.Rathbone;FamilyAIlowances,1949,P・20よ り作 成 し た 。
じ著 者 が 『労 働 に お け る人 聞 的 必要 』(こ の本は1918年 の出版であるが,数 字は第一次大 戦前 のもの
にもとづy>てLaる)に お いて は,5人 家族 につ いて の 必 要 最 低 生 活 費 を35シ リング3ペ ンス と算
定 して い るの で あ るが,こ の 二 つ の数 字 を,表 ③ の 戦 前 の実 際 の賃 金 水 準 と比 較 して み る と,
筋 肉労 働 に従 事 す る成 人 男 子 労 働者 の う ち,32%は 完 全 に就 労 して い る ときで も25シ リング未
満 の所 得 しかな く,74%は35シ リング未 満 の所 得 しか得 て いな い とい う こ とが わ か る。 この こ
とか ら,標 準 家 族 の 生 活 を 賄 うに足 る もの を,成 人 男 子 の最 低 賃 金 と して 与 え る と い う理 想
は,実 現 され て いな い こ とが 推 測 され よ う。
しか しな が ら,よ り一 層 重 要 な 問 題 は,こ れ らの賃 金 が,実 在 す る家 庭 の ニ ー ドを どの程 度
み た して いた か と い う こ とで あ ろ う。 ヨー ク市 にお け る ロ ウ ン トリー の 調査 に よ れ ば,第 一 次
貧 困 の な かで 生 活 して い る世 帯 は,賃 金 労 働 者 階 級 の15.46%,ヨ ー ク市 の 全人 口 の9.91%に
な る。 ま た,ボ ー レイ博 士 の調 査 に よる ノ ー ザ ンプ トン市,ワ ー リング トン市,ス タ ン レ ー
市,リ ーデ ィ ング市 で は,そ の 割 合 はか な り多様 で あ った が,四 市 を 一 つ の 市 と し て み な す
と,労 働 者 階 級 人 口 の16%,及 び,労 働 者 の子 供 た ち の27%,労 働 者 階 級世 帯 の13.5%が,第
一 次貧 困 の な かで 生 活 して い る と推 定 され る。
ロゥ ン ト リーの21シ リ ング8ペ ンス とい う水 準 は,最 低 生 存 水 準 で あ り,彼 自身 も述 べ て い
る よ うに,救 貧 院 に収 容 され て い る被 救恤 者 に 支給 され る 食事 よ りも も っ と切 り詰 めた 食 事 の
費 用 を基 準 と し,か つ,単 に 肉体 的 能 率 の み を保 持 す る た め に,絶 対 的 に要 求 され る費 用 以 外
の もの は,全 然,こ れ を無 視 して い る もの で あ るの で,も う少 し人 聞 ら し い 生 活 を 維 持 し得
る水 準 が 採 用 さ れて い る場 合 に は,貧 困 線 以 下 に 分 類 され る割合 は,も っ と増 加 す る で あ ろ
う 。
ラス ボ ー ンは,貧 困 の原 因 につ いて 検 討 を 試 み た結 果,ロ ウ ン ト リー や ボー レイが 第 一 次 貧
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困の最大原因として 「低賃金」や 「大家族」について あたかも低いことや大きいことに,
何 らかの絶対的な基準があるかの如 くに 述べることによって,真 実を覆い隠 して しまって
いると主張 し,そ の根拠 として,次 の表を挙げている。
表④






従事 してL>る が,そ の賃金 をもっ
て しては,実 際に家族 を扶養す る
に足 りなL>も の
影 響 を受 け た 世 帯 の 比 率
















な お,本 表 はFamilyAIlowances,1949,P22よ り作 成 し た 。
この表によって,ﾟウ ントリーやボウレーによって見出された貧困の直接的原因とは,「第一
次貧困」のなかで生活 していること,即 ち,ロ ウントリーの 『貧困』の中に述べられている低
い水準さえも維持するに足 りない所得で生活 していることであるとラスボーンは主張し,彼 ら
の貧困の最大の原因は,個 々の世帯の生活の必要をみたすべき賃金が充分ではないこと,つ ま
り,賃 金が,現 実に賃金所得者 に依存 している様々な世帯のニー ドを考慮 して決定されている
のではないことにあるとしている。
以上の考察によって,ラ スボーンは,① 標準家族を基準 とした画一的な生活賃金は,個 々の
労働者世帯の実情に即さず,子 供が四入以上いる世帯では最低生活を維持することができない
ということ,ま た,現 実には,過 大な計算 となるので,そ の実現は不可能に近いこと,② さり
とて,個 々の家族規模にあわせた賃金制度を設けることは実現不可能であること,③ しか し,
現状においては・扶養家族の有無及び多少によって,生 活状態は極めて不均衡であり,多 子家
族は独身者等に比 して過重な生活難に直面 していること,を 考察 し,そ の救済策として,賃 金
については 「同一労働同一賃金」の原則を適用するとともに,最 低生活を適切に確保するため
に,社 会保障による家族手当制度を採用 して,児 童に対 して手当を支給することにより,多 数
家族の生活難に対処するのが賢 明であると考えたのである。




考えられていたためであり,家 族扶養の点に関 しては手当を支給することにより,男 女間の賃
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金に対する 「同一労働同一賃金」の原則の適用が可能になると説張 したのである。賃金は労働
に対 して支払われるもので,扶 養義務の有無や大小に応 じで割 り出されるものでは 決 して な
い。このことは,同 じ成人男子において,扶 養の大小に関係な く,賃 金が決定されていること
からも明らかであろう。とす ると,こ ういう扶養義務をもち出すことは,男 女の賃金差別を合
理化 しようとする立場以外には考えられない。従って,賃 金についての男女差別をなくし,最
低生活の確保と1同 一労働同一賃金」の原則の調和をはかり易 くするために,社 会保障による
家族手当を設定すべきであるとするのが女史の見解である・
また,ラ スボーンは,家 族手当を妻に対 して支給すべきであると主張 している。これは児童
の養育という妻の仕事に対する,夫 の賃金 とは独立 した,経 済的報酬であるという立場をとっ
たものである。すなわち,家 庭における育児という妻の仕事に対 して,一 つの労働 としての価
値づけを与え,そ れに対す る独立の報酬を,家 族手当として与えるべきであると考えたのであ
る。女史は,家 族手当制度が児童の福祉の増進,な らびに賃金の公正な配分に資す る と と も
に,妻 及び母親の立場を堅固なものとし,婦 人の地位向上に役立つということを主張 したとい
えよう。
なお,女 史の創設による家族手当鰯会は,1918年 に 『同一賃金と家族』(EqualPayandthe







任が社会全般にあることを確認 したものであ り,ラ スボーン女史の所論及び実質的に彼女の指
導する家族手当協会のこの提案は,イ ギ リスにおける家族手当制度の実現運動史上において・
偉大なる足跡を残 したものとして,注 目に値いするものであろう。
4.1930年 ま で の 動 き
1919年 の 「産 業 に お け る女 子 に 対 す る戦 時 内閣 委 員 会 」(WarCabinetCommitteeonWomen
inIndustry)の 調 査 の結 果,シ ドニ ー ・ウ ェ ッブ(SidneyWebb)に よ って作 成 され た 少数 派
報 告 は,「 仮想 的標 準 家 族 に も とつ いた 賃 金 で 家 族 を扶 養 す る こ とは ・ 労 働 者 に と って 不利 で
あ り,ま た,産 業 の プ ー ル 制 に よ る家 族 手 当制 度 は,財 源 を 調 達 す る上 で 様 々な経 済 上 の欠 点
が あ る ので,子 供 基金(Children'sFund)は 大 蔵 省 に よ って 調 達 され る(す なわち租税 による)の
が 望 ま し炉 」11)と 述 罷 て い るが,こ れ は労 働 党 の 主 要 な メ ンバ ー に よ って,国 庫 負 担 の 手 当 制
度 が は じめて 提 唱 され た もの と して,注 目す べ きで あ ろ う。
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1925年 に は,独 立 労 働 党(lnd駱endentLabourParty)が 家 族 手 当 制 度 に 関す る調 査 委 員 会 を
設 け,ブ レイル ス フ ォー ド(H.N.Brailsford)や ホ ブ ソ ン(」.A.H�son)な どを委 員 とす る調 査
委 員 会 は,翌1926年4月 の独 立 労 働 党 年 次 大 会 に,こ の調 査 報 告書 を提 出 した 。 この独 立 労 働
党 案 は,夫 婦 の 生 活 費 を 基 準 と した最 低 賃 金 を 確 立 し,そ の上 に,家 族手 当 制 度 を 実施 しよ う
とす る もの で あ った 。 但 し,こ の案 にお いて は,手 当 の受 給 資 格 に一 定 の 所 得 制 限 を設 けて お
り,受 給 資 格 者 を,健 康 保 険 の被 保 険 者,即 ち,年 収250ポ ン ド未 満 の者 又 は そ れ と同等 の 経
済 的 地 位 にあ る者 と して い る。
1926年 に,ケ ン ブ リ ッジ大 学 の コー ヘ ン教 授(J.L.Cohen)に よ って 提 案 され た 家族 手 当案
は,国 家 ジ 使 用 者,労 働 者 の 三者 負 担 方 式 に よ る家 族手 当制 度 を 主 張 して お り,独 立労 働党 案
と同様,受 給 資 格 に 所 得 制 限 を付 して い る 。
と ころで,ビ ヴ ァ リ ッジが 家 族手 当 を提 案 す る最 初 の き っか け とな った も の の一 つ に,1925
～26年 に,王 立 委 員 会 に よ って な され た 炭 鉱 業 に 関 す る 調 査 報 告(theReportoftheRoyal
CorロmissionontheCoa11ndustry)が あ る。 ハ ー バ ー ト 。サ ミュウ ェル卿(S三rHerbertSamue1)
を委 員 長 とす る炭 鉱 業 給 与 委 員 会 は,1質 素 な 愉 楽 を許 す 生 活 水 準 を 確 保 す る た め に必 要 な 費
用 を基 準 と した 最 低 賃 金 は,論 理 上,当 然,家 族 手 当 制 度 を伴 わね ばな らな い12)」 と前 提 し,
炭鉱 民 の福 祉 を 増 進 し,そ の満 足 を 得 るた め に,採 用 され 得 る最 も有 益 な 方 策 の一 つ と して,
賃 金 水 準 の如 何 に か か わ りな く,児 童 手 当 制 度(asystemofchildren'sallowances)全 産 業
或 い は一 地 域 毎 に組 織 さ れ る単 一 の 基 金 か ら支 払 わ れ る を 採用 す る こと を勧 告 した の で あ
った 。 これ に対 し炭 鉱 業 連 合 会 は,1926年 に,委 員 会 に 対 して 「週 の最 低 賃 金 が確 立 され る こ
とを条 件 と して,家 族 手 当 の問 題 につ い て 考 慮 す る用 意 が あ る。 しか し,こ の手 当 に必 要 な 財
源 は,累 進 課 税 制 度 に よ って 調 達 され るべ きで あ る ことを 主 張 す る13)」 とい う見 解 を 表 明 し
た 。 炭 鉱業 連合 会 が,租 税 を財 源 とす る 国家 制 度 を 主 張 した た め,委 員 会 の勧 告 と合 致 せ ず,
結 局 この提 案 は1926年 の ゼ ネ ス トの混 乱 の中 で 立 ち消 え とな り,そ れ以 上 の論 議 が たた かわ さ
れ る こ と もな く終 って しま った 。 が,こ れ は1920年 代 にお け る家 族手 当 の動 き の な かで,実 行
の段 階 に最 も近 づ いた 例 と して 看 過 し得 な い も ので あ ろ う。
お わ り に
イギ リスの家族手当論は,初 期においては,常 に最低賃金制との関連において展開されてき
たことは,見 てきた通 りである。イギ リスの労働者は,従 来から,生 活賃金の原則に立つ最低
賃金制の確立を主張 して闘ってきたのであるが,成 人男子の最低賃金をこの原則に立って算出
しようとする場合には,扶 養家族を何人にす るかが問題になろう。 したがって,家 族手当論に
おいても 「賃金」と 「家族規模」 との関係が,当 然,問 題 とされてきたのである。
家族手当を支給することにより,労 働者の扶養家族の所要を全 く無視 した賃金を,合 理化す
る考え方があるとすれば,そ れは,事 実上,賃 金補助とな り,遠 くはス ピーナムランド・シス
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テムに見 られるが如き極端な低賃金政策に転落することになろう。また,イ ギ リの労働組合に
見 られる,標 準家族に対する生活賃金の主張は,標 準以上の家族を有する世帯の所要をみたす
ことにはな らないであろう。平均人数の家族の所要にもとついた最低賃金だけをもって して
は,現 実に全ての世帯が最低生活を維持することはできない。
ロウントリーは,労 働者の平均賃金では標準家族の最低生活を維持することがで きな い の
で,標 準家族の所要にもとつ く最低賃金制を確立 し,そ れ以上の大家族に対して は,国 家 か
ら,賃 金とは別の手当を支払 うことを提案した。
ラスボーンは,よ り現実に即して,標 準家族の所要をみたすに十分な最低賃金,あ るいは基
本賃金は,実 際のところ,資 本主義社会では実現は困難であることを認め,ま た,平 均人数の
家族の所要にもとつ く最低賃金をもってしても,大 家族は最低生活を維持 し得ないので,こ れ
らの矛盾を解決するための方策 として,賃 金については同一労働同一賃金の原則に立った最低





会的補完としての意味あいを持つ ものであると同時に,児 童の教育,す なわち児童の成長のた
めに必要な生活と教育の保障を,親 の私的資力の不平等の前に委ねてしまうのではな く,社 会
がその一部を負担 しようとするところに,そ の意義が認められよう。
こうした論議が,イ ギ リスでは,早 くも今世紀初頭から行われていたということは,き わめ
て興味深い事実である。家族手当制度の実施において立ち遅れたとはいえ,こ の国の家族手当
論が,多 くの国々における家族手当の採用に少なからざる影響を及ぼしたであろう こ とは 疑
う余地のないところである。また,こ れら先覚者の論議の多 くが,何 らかの形で,ビ ヴァリッ
ジ ・プランに影響を与え,か つ採 り入れられたことであろうことも,論 をまたないところであ
る。実際に,そ れがどのような形で,1945年 家族手当法として実現され,ど のように展開 し,
いかに多 くの課題を今後に残 しているかについては,さ らに稿を改めて論ずるつ もりである。
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